
住環境・街並み環境の向上（防災・安全）

平成25年度　～　平成27年度（３年間） 市川市

『住民が安全に安心して暮らせる住環境を確保する。』

①住宅・建築物の耐震化率の向上

②既存市営住宅の安全性の確保

（H25当初） （H26末） （H27末）

① 市内既存住宅の耐震化率

（耐震性の確保された住宅件数）/（全住宅件数）　（％）

② 市営住宅における耐震改修工事実施戸数の割合

（耐震補強工事の実施済市営住宅戸数）/（耐震補強工事の必要な市営住宅戸数）　（％）

③ 市営住宅における外壁改修工事実施戸数の割合

（外壁改修工事の実施済市営住宅戸数）/（外壁改修工事の必要な市営住宅戸数）　（％）

事　後　評　価　（中　間　評　価）

○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

【実施体制】市川市街づくり部 街づくり推進課が事後評価を実施 　 事後評価：平成27年度

【評価値の確認方法】市川市役所内関係各課に聞き取りを実施

　 市川市ホームページに掲載

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-A-1 住宅 一般 市川市 直／間 市／個人 公営住宅の改善等、市内全域 663 662,896,000

1-A-2 住宅 一般 市川市 直／間 市／個人 178 177,716,000

合計 841 840,612,000

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

合計 0

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-C-2 住宅 一般 市川市 直接 市 市川市 0 0

1-C-4 住宅 一般 市川市 直接 個人 市川市 6 5,800,000

1-C-5 住宅 一般 市川市 直接 個人 市川市 2 2,666,000

1-C-6 住宅 一般 市川市 直接 個人 市川市 4 3,860,000

合計 12 12,326,000

番号 備考

1-C-2 地域住宅計画に基づく事業（1-A-1)と一体的に実施することにより、旧耐震基準の建築物である既存市営住宅について、耐震改修を実施することにより、その安全性を確保することができる。

1-C-4 地域住宅計画に基づく事業（1-A-1)と一体的に実施することにより、現行の耐震基準を満たさない民間住宅の耐震改修工事（設計を含む）に助成することにより、市内既存住宅の耐震化率の向上を図ることができる。

1-C-5 地域住宅計画に基づく事業（1-A-1)と一体的に実施することにより、耐震改修工事に伴うリフォーム工事に助成することで、民間木造住宅の一層の耐震化を促進することができる。

1-C-6

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する

　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値 90.0%
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 92.3%

最終目標値 100.0%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 100.0%

最終目標値 79.8%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 74.4%

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況

（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

要素となる事業名

（事業箇所）

地域住宅計画に基づく事業

住宅・建築物安全ストック形成事業

定量的指標の現況値及び目標値

26百万円
効果促進事業費の割合

2.1%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事業内容・規模等

公共施設耐震改修、耐震診断・改修助成、市内

67.7% - 100.0%

計画の目標

番号 事業者
省略
工種

要素となる事業名

事後評価（中間評価）の実施体制

平成29年6月13日

事業内容 市町村名
全体事業費
（百万円）

　　計画の成果目標（定量的指標）

交付対象事業

事業者
全体事業費
（百万円）

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
1,211百万円 Ａ 1,185百万円 Ｂ 0百万円 Ｃ

（様式第2）　　社会資本総合整備計画（地域住宅支援）　事後評価書
計画の名称

計画の期間 交付対象

　　定量的指標の定義及び算定式

○市営住宅の外壁の安全性確保を図るため、市川市公営住宅等長寿命化計画に基づき事業を継続して実施する。
○住宅・建築物の耐震化率のより一層の向上を図るために、建築物の耐震改修関連事業等（住宅・建築物安全ストック形成事業、木造住宅・マンション耐震改修助成事業、耐震改修リフォーム助成事業）を継続的に実施する。
○災害に強いまちづくりをより一層進めるために、防災関連整備（危険コンクリートブロック塀等対策事業）を継続して実施する。

87.6% - 90.0%

74.8% - 79.8%

市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）

事後評価（中間評価）の実施時期

公表の方法

指標①（市内既存住宅の
耐震化率）

指標②（市営住宅におけ
る耐震改修工事実施戸数
の割合）

・耐震改修関連事業等の実施により、市内の住宅の耐震化率は向上し、目標値を達成した。
・地域住宅計画に基づく事業により、市営住宅の対象全戸の耐震改修が実現したが、外壁改修は計画どおり進捗せず、目標を下回る結果となった。

・市が実施した市民アンケート調査で、｢防災に強く、安全に暮らせる｣という問に、｢そう思う、どちらかといえばそう思う｣と回答された割合が、平成18年調査と平成28年 7月
　実施の調査結果で4.7％増加しており、交付金事業による各種取り組みによる防災性の向上を市民が感じるレベルで実現している。（35.4％→40.1％）
・現行の耐震基準を満たさない民間住宅の耐震診断・改修工事に助成することにより、市内既存住宅の耐震化率の向上をできた。
・保健センター等の公共施設の耐震化が進み、災害時発生時の安全性及び対応活動ができる体制が強化された。

省略
工種

業務委託

補助金

番号 事業者

事業内容

木造住宅・マンション耐震改修助成事業

要素となる事業名

公営住宅耐震改修事業（設計委託）

耐震改修リフォーム助成事業

危険コンクリートブロック塀等対策事業

耐震改修影響設計

耐震改修設計・工事助成

耐震改修に伴うﾘﾌｫｰﾑ助成

危険ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ除却等助成

指標③（市営住宅におけ
る外壁改修工事実施戸数
の割合）

事業実施にあたって財政的な調整が計画どおりに進まず進捗が遅れた。

地域住宅計画に基づく事業（1-A-1)と一体的に実施することにより、道路に面する危険コンクリートブロック塀等の除却を促進することで、災害時の危険性を除去することができる。

一体的に実施することにより期待される効果

－

－

補助金

補助金


	（参考様式２）地域住宅支援（計画例）

